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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道業務一般管理費

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 7,865 135 135 135 ▲ 7,730

0

県 0

市債 0

その他 902 90 ▲ 902

一般財源 6,963 45 135 135 ▲ 6,828

事業
概要

　下水道事業の財源である下水道使用料や受益者負担金について、外部の
意見を聞くために下水道料金等審議会を開催する。
　下水道使用料(課税売上)に係る消費税及び地方消費税を納付する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　独立採算制の下で下水道事業の経営の健全化について検討する。
　消費税納付など、会計の事務処理を適正に行う。

その他

現状と
背景

　下水道使用料には消費税相当額が含まれるため平成25年度に増税(８％)に対する改定を
行ったが、再増税(10％)の際は再度改定を行う必要がある。また、平成27年度の認可区域拡大
に伴い、新たに受益者負担金を賦課する区域と１㎡当り単価を定める必要があるため、審査会を
開催する。
　平成28年度に申告を行う平成27年度分の下水道事業に対する消費税については、工事費の
増加により控除額が上回るため還付の見込である。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道使用料等賦課徴収事業

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 14,049 19,431 18,792 18,792 4,743

0

県 0

市債 0

その他 168 6,164 1,367 1,367 1,199

一般財源 13,881 13,267 17,425 17,425 3,544

事業
概要

　下水道使用料や受益者負担金の賦課徴収に要する事務経費と、受益者負担金を一
括前納した場合に交付する前納報奨金を計上する。（納入義務者は負担金額から前
納報奨金を差し引いて納付する。）
　下水道使用料は水道等の使用水量に応じて2か月ごとに賦課する。受益者負担金は
１㎡あたり単価により算出し、下水道が整備された土地に対して一度限り賦課する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　独立採算制の下で、下水道事業の経営の健全化を図るために、汚水処理費
（維持管理費、借入金返済）と建設費の一部に充てる財源を確保する。

その他

現状と
背景

　下水道使用料は、使用水量に応じて加算する「従量制」と水量区分により単価が高く
なる「累進制」により算定しているが、本来賄うべき汚水処理費に対して収入が大幅に
不足する状況となっている。
　受益者負担金は、１m2あたり単価420円（第１負担区は380円）×土地の面積で算出
しする。年４期×5年間の20回分割で納付するが、一括納付年数に応じて前納報奨金
を交付するため、５年分全納が約８割を占める。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 水洗化普及促進事業

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 50,489 66,763 56,763 56,763 6,274

0

県 0

市債 0

その他 50,060 66,763 56,118 56,118 6,058

一般財源 429 0 645 645 216

事業
概要

　公共下水道工事完了後は個々に宅内排水設備を設置して下水道に接続す
る必要があるが、施工技術を有する業者を市が指定し、指定業者が工事を施
工することを義務付けている。
　排水設備工事費用を市内金融機関が無利子で融資する制度を設けており、
市は市内金融機関に融資額を預託するとともに融資手数料を支払っている。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　排水設備工事指定業者制度により、工事の施工水準を確保する。
　水洗トイレへの改造等に多額の費用を要するため、融資制度により負担軽減
を図ることで接続率を向上させ、下水道の有効利用と生活環境の改善を促進
する。

その他

現状と
背景

　排水設備工事指定業者は71社（平成27年11月1日現在）である。
　融資制度は、融資額が1口10万円～100万円以下で、無利子である。供用開始後3年経過分
は有利子（年3.5％）であったところを平成26年度から無利子とし、より利用しやすい制度となっ
た。
　平成26年度末の下水道整備区域内の接続済人口割合は77.9％。19年度から未接続の世帯
を調査し、未接続の理由等を把握するとともに、早期の接続を要請している。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 日本下水道協会負担金

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 83 84 84 84 1

0

県 0

市債 0

その他 84 0

一般財源 83 0 84 84 1

事業
概要

　下水道の普及促進に関する各種活動を行っている日本下水道協会に加盟し
て、協会運営に必要な会費を負担している。負担額は、人口、有収水量などを
もとに算出される。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　日本下水道協会の構成員として、県や他市町村等と連携しながら、下水道の
普及促進を図る。

その他

現状と
背景

　日本下水道協会の主な活動内容は、下水道に関する経営と技術の調査研
究、財源確保や施策実現の要望、技術指針や機関紙等の発行、情報提供、広
報活動、講習会の実施等である。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道総務人件費

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 8,303 6,344 6,344 36 6,380 ▲ 1,923

0

県 0

市債 0

その他 6,344 0

一般財源 8,303 0 6,344 36 6,380 ▲ 1,923

事業
概要

　下水道事業の財源である下水道使用料の賦課徴収、予算決算の経理、下水
道への接続工事の確認、接続の促進等の事務に携わる職員の人件費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　独立採算制の下で下水道事業を適正に運営するとともに、下水道整備区域
内の市民が早期に接続するよう促進していく。

その他

現状と
背景
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 中国四国地方下水道協会負担金

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 16 16 16 16 0

0

県 0

市債 0

その他 16 0

一般財源 16 0 16 16 0

事業
概要

下水道の普及促進に関する各種活動を行っている中国四国下水道協会に加
盟して、協会運営に必要な会費を負担している。負担額は、前年度日本下水
道協会負担金をもとに算出される。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

中国四国地方下水道協会の構成員として、県や他市町村等と連携しながら、
下水道の普及促進を図る。

その他

現状と
背景

中国四国地方下水道協会の主な活動内容は、下水道に関する経営と技術の
調査研究、財源確保や施策実現の要望、情報提供、講習会の実施等である。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 鳥取県下水道協会負担金

項 総務管理費

目 一般管理費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 150 135 135 135 ▲ 15

0

県 0

市債 0

その他 135 0

一般財源 150 0 135 135 ▲ 15

事業
概要

下水道の普及促進に関する各種活動を行っている鳥取県下水道協会に加盟
して、協会運営に必要な会費を負担している。負担額は、前年度交付金額等
をもとに算出される。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

鳥取県下水道協会の構成員として、県や他市町村等と連携しながら、下水道
の普及促進を図る。

その他

現状と
背景

鳥取県下水道協会の主な活動内容は、財源確保や施策実現の要望、情報提
供、排水設備責任技術者の試験及び更新講習実施による施工技術向上等で
ある。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道建設人件費

項 下水道建設費

目 公共下水道建設費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 64,572 65,953 65,953 340 66,293 1,721

0

県 0

市債 64,000 65,900 65,900 65,900 1,900

その他 560 ▲ 560

一般財源 12 53 53 340 393 381

事業
概要

　下水道施設（汚水管渠、処理場、水路等）建設の計画、設計、工事監督、受
益者負担金の賦課徴収、補助金経理事務等に携わる職員の人件費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　公共下水道を早期に整備して、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、
浸水の防除を図る。

その他

現状と
背景
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道管渠事業

項 下水道建設費

目 公共下水道建設費 補助単独の別 交付金・単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国 221,400 286,800 286,800

⑥－①

事業費 706,800 847,400 847,400 847,400 140,600

286,800 65,400

県 0

市債 448,000 505,800 505,800 505,800 57,800

その他 35,400 41,800 41,800 41,800 6,400

一般財源 2,000 13,000 13,000 13,000 11,000

事業
概要

　下水道汚水管の整備及び設計業務委託に係る費用で、認可拡大に伴い渡
地区、米川町の汚水幹線築造工事4件と、汚水枝線工事5件を発注し、約
30ha(L=6.7㎞)を整備する予定であり、処理可能人口は24,500人(普及率は
69.3%)となる見込である。また、渡地区の汚水枝線の実施設計を行う。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　下水道の未普及地域の市民に対して、早期に下水道を整備し、生活環境の
改善を図る。

その他
工事費以外の事務費を下水道建設庁
費へ集約

現状と
背景

①平成26年度末現在、普及率は66.0%、処理可能人口は23,324人であり、残り
の対象者についても早期の下水道利用が求められている。
②平成27年度は、境地区及び上道町、中野町の汚水枝線工事8件と渡マン
ホールポンプ築造工事を発注、約30ha(L=6.5㎞)を整備する予定であり、処理
可能人口は24,000人(普及率は67.9%)となる見込である。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道センター整備事業

項 下水道建設費

目 公共下水道建設費 補助単独の別 交付金

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国 285,500 440,500 440,500

⑥－①

事業費 525,000 830,000 830,000 830,000 305,000

440,500 155,000

県 0

市債 213,200 369,000 369,000 369,000 155,800

その他 26,300 20,500 20,500 20,500 ▲ 5,800

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

  平成28年度は、下水道センター(処理場)の汚泥濃縮タンクの増設に係る土
木、機械･電気設備工事のほか、汚泥等受入施設の新設に係る土木･建築、機
械･電気設備工事、既存施設の長寿命化計画に基づく水処理施設(第1系列)と
主ポンプ施設の機械･電気設備の改築更新工事を行う。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

  流入汚水の増加に対応するため、汚泥濃縮タンクの増設、浄化センターとの
統合を行い汚泥･し尿処理を一元化するための汚泥等受入施設の新設、既存
施設の長寿命化計画に基づく機械・電気設備の改築更新を行い、下水道施設
の適正な機能を確保する。

その他

現状と
背景

　平成28年度に下水道センター（処理場）の処理能力を流入汚水量が上回るため、汚泥濃縮タ
ンクを増設する。平成26年度実施設計、平成27～29年度工事、平成30年度供用開始予定。
　汚泥等受入施設の新設する｡平成26年度実施設計､平成27～28年度工事、平成29年度供用
開始予定。
  長寿命化計画基づき、平成26年度実施設計を行い、平成27年度以降年次的に改築更新を
行っていく。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 浸水対策事業

項 下水道建設費

目 公共下水道建設費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国 7,100

⑥－①

事業費 90,000 59,600 59,600 59,600 ▲ 30,400

▲ 7,100

県 0

市債 82,900 59,600 59,600 59,600 ▲ 23,300

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

　下水道の整備区域内（事業認可区域内）の浸水被害を軽減するために水路
整備に係る経費で、平成28年度は認可拡大に伴い、渡地区などの側溝(L=0.7
㎞)の整備を行う。また、渡地区の既設側溝の老朽化並びに能力不足を把握、
解消するため実施設計を行う。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　下水道の整備区域内（事業認可区域内）にある、主となる水路を整備すること
により、雨水を排除し、道路の冠水や建物の浸水を防ぎ、浸水被害の軽減を図
る。

その他
工事費以外の事務費を下水道建設庁
費へ集約

現状と
背景

　大雨が降るたびに浸水に悩まされていた地域の浸水被害を軽減するため、
浸水対策事業を行っている。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道建設庁費

項 下水道建設費

目 公共下水道建設費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 2,157 3,567 3,551 3,551 1,394

0

県 0

市債 2,100 3,500 3,500 3,500 1,400

その他 45 1 1 1 ▲ 44

一般財源 12 66 50 50 38

事業
概要

　下水道施設（汚水管渠、処理場、水路など）建設の計画、設計、工事監督等
を行う際に要する消耗品、通信費、積算システム借上料など事務経費。（人件
費を除く） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　公共下水道を早期に整備して、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、
浸水の防除を図る。

その他

現状と
背景



25

1

3

1

会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道センター維持管理事業

項 施設管理費

目 施設維持費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 161,051 161,954 158,459 158,459 ▲ 2,592

0

県 0

市債 0

その他 161,051 161,954 158,459 158,459 ▲ 2,592

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

　家庭や事業所などから排出された汚水を汚水管を通じて終末処理場（下水
道センター）に集め、浄化して美保湾に放流している。下水道センターを維持
管理するために必要な電気・修繕・薬品・汚泥処分などに係る費用を予算化し
ている。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　下水道センターに集めた汚水を浄化処理することにより、公共用水域の水質
を保全し、市民の衛生的で快適な生活の確保を図る。

その他

現状と
背景

　平成26年度は、年間2,109,503m3（日平均：5,779m3/日）の汚水を処理し、
1,801ｔの汚泥が発生している。
　循環型社会の構築のため、平成25年度から民間企業に委託して汚泥発生量
の全量を炭化し、再資源化を行っている。



25
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3

1

会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 管渠等維持管理事業

項 施設管理費

目 施設維持費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 22,378 16,764 15,876 15,876 ▲ 6,502

0

県 0

市債 0

その他 17,976 11,983 11,676 ▲ 274 11,402 ▲ 6,574

一般財源 4,402 4,781 4,200 274 4,474 72

事業
概要

　排出された汚水を終末処理場へ集めるために汚水をポンプアップするマン
ホールポンプの維持管理、既設の汚水管やマンホールの修繕、下水道台帳の
更新業務委託に係る経費。
　下水道整備区域内の水路の清掃、河口開削等に係る経費。

今年度
見直し
事 項

 下水道認可区域の拡大に伴い、大正
川の清掃を一般会計から変更

事業
目的

　市内５か所にあるマンホールポンプを含めた下水道管渠と、下水道未接続の
排水と雨水が集まる水路を適切に管理することにより、市民の衛生的で安全な
生活環境の確保を図る。

その他

現状と
背景

　下水道整備に伴い、マンホールポンプは平成10年に三軒屋東及び深田川、平成11
年に竜ヶ山、平成12年に三軒屋西を運転開始した。平成25年度には弥生地区汚水処
理施設（コミュニティープラント）を廃止し、公共下水道に接続するため弥生団地マン
ホールポンプを設置した。
　水路清掃は、下水道整備区域外の外渡都市下水路の清掃と合わせて実施してい
る。



25
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 中継ポンプ場維持管理事業

項 施設管理費

目 施設維持費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 2,506 1,270 1,270 1,270 ▲ 1,236

0

県 0

市債 0

その他 2,506 1,270 1,270 1,270 ▲ 1,236

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

　境地区などから排出された汚水を終末処理場（佐斐神町）へ集めるため、異
物を取り除いてポンプアップする下ノ川中継ポンプ場を維持管理するために要
する電気代・修繕料等の経費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　下ノ川中継ポンプ場の維持管理を適正に行うことにより、市民の衛生的で快
適な生活環境の確保を図る。

その他

現状と
背景

　下ノ川中継ポンプ場は、境地区などからの汚水を集めて国道431号線沿いの
汚水幹線へポンプアップするため、平成13年に運転を開始した。



25
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 灰溶融施設（エコスラグセンター）建設費負担金

項 施設管理費

目 施設維持費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 1,832 1,832 1,832 1,832 0

0

県 0

市債 0

その他 101 95 1,832 1,832 1,731

一般財源 1,731 1,737 0 0 ▲ 1,731

事業
概要

　鳥取県西部広域行政管理組合が運営する灰溶融施設（エコスラグセンター）
に係る経費のうち下水道事業分を、西部の全市町村で負担している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　焼却灰、不燃残渣等を灰溶融施設で熔融処理後スラグ化し、各廃棄物残渣
の無害化、減容化、再資源化並びに最終処分場の延命化を図り、圏域住民の
生活環境の向上を目的とする。

その他

現状と
背景

　エコスラグセンターの総事業費 約38億円のうち、下水道事業分 約3億16百
万円に充てた借入金（米子市が借入）は約1億53百万円であり、この返済額を
均等割20％、人口割80％で負担している。
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1

会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 下水道費
事業名 下水道処理場事務人件費

項 施設管理費

目 施設維持費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 8,103 8,023 8,023 50 8,073 ▲ 30

0

県 0

市債 0

その他 8,103 8,023 8,023 50 8,073 ▲ 30

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

　下水道センター（終末処理場）、下ノ川中継ポンプ場、マンホールポンプ場等
の維持管理に携わる職員の人件費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

　家庭や事業所等から下水道へ排出された汚水を、下水道センター（佐斐神
町）で適正に浄化処理してから美保湾へ放流し、公共用水域の水質保全を図
る。

その他

現状と
背景

　平成10年1月に3課を2課へ削減、平成15年1月に下水道課と下水道センター
を下水道課3係へ統合



25
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1

会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 公　債　費
事業名 長期借入金元金償還金

項 公　債　費

目 元　　　金 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 800,811 815,289 815,289 815,289 14,478

0

県 0

市債 62,000 59,500 59,500 59,500 ▲ 2,500

その他 4,233 33,357 46,526 5,574 52,100 47,867

一般財源 734,578 722,432 709,263 ▲ 5,574 703,689 ▲ 30,889

事業
概要

　下水道施設（汚水管、処理場、水路等）を整備するには単年度では財源確保
が困難であるため借入を行う必要があるが、住民負担を世代間で公平化（施設
を利用する全世代で負担）するため、これまで借入した長期借入金の元金を返
済する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　下水道建設費の財源確保や住民負担の世代間での公平化を図るため、過
去に借り入れた長期借入金の元金を返済する。

その他

現状と
背景

　下水道事業特別会計の借入金残高は、平成26年度末で約108億円となって
いる。
　市の中期財政計画では、下水道事業において将来の返済の適正額や毎年
の借入額の上限を設定し、返済額を抑制するように管理している。



25

2

1

2

会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 公　債　費
事業名 長期借入金利子償還金

項 公　債　費

目 利　　　子 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 230,213 223,266 223,266 ▲ 5,350 217,916 ▲ 12,297

0

県 0

市債 15,900 14,200 14,200 14,200 ▲ 1,700

その他 207,676 209,066 209,066 ▲ 5,350 203,716 ▲ 3,960

一般財源 6,637 0 0 0 ▲ 6,637

事業
概要

　下水道施設（汚水管、処理場、水路など）を整備する際に、単年度では財源
確保が困難であるため借入を行うが、住民負担を世代間で公平化（施設を利
用する全世代で負担）するために、これまで借入した長期借入金の利子を返済
する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　下水道建設費の財源確保や住民負担の世代間での公平化を図るため、過
去に借入した長期借入金の利子を返済する。

その他

現状と
背景

　下水道事業特別会計の借入金残高は、平成26年度末で約108億円となって
いる。
　市の中期財政計画では、下水道事業において将来の返済の適正額や毎年
の借入額の上限を設定し、返済額を抑制するように管理している。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 公　債　費
事業名 一時借入金利子償還金

項 公　債　費

目 利　　　子 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 500 500 500 500 0

0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 500 500 500 500 0

事業
概要

　一時借入金とは、年度中で支払資金が一時的に不足した場合に借入する運
転資金であり、借入により生じる利子を返済する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 運転資金として一時借入金を一定期間借入した際に生じる利子を返済する。

その他

現状と
背景

 平成25年度は、6億円の借り入れを行った。
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会計 下水道事業費特別会計 所管課 下水道課

款 予　備　費
事業名 予　備　費

項 予　備　費

目 予　備　費 補助単独の別 単独

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長 市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

財
源
内
訳

国

⑥－①

事業費 2,000 2,000 2,000 2,000 0

0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 2,000 2,000 2,000 2,000 0

事業
概要

　当初予算計上時には予期できなかった事態に即応するためには、臨時市議
会等において補正予算案の議決を経るのが原則であるが、軽微なものについ
てまで臨時市議会等を開催することは非効率なので、当初予算において使途
を限定しない予備費を計上している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

　臨時的・突発的に生じた事態に対して、予算措置の有無に関らずある程度即
応できる経費を確保する。

その他

現状と
背景

　予備費は、議会の否決した費途に充てることができないと法で定められてい
るため、予備費を充当した費目及び金額は決算書に記載し、内容も監査時に
明らかにしている。下水道事業特別会計では、平成19年度から2,000千円を予
算措置している。


